












The Protection of Trade Secrets in China:
Present Status and Future Prospects
孫　　令華**
Sun Linghua
This paper gives a review of the present state on China's system for the protection of trade
secrets. In China ,the trade secrets are protected mainly through the Unfair Competition Pre-
vention Law , which states that if trade secrets are infringed by an enterprise, the civil and
administrative relief can be applied. However, the Unfair Competition Prevention Law has
several loopholes. For example, infringement of trade secrets by employees is not covered, be-
cause the law does not apply to employees.
This paper also offers the author's perspective of the trade secrets protection system in the
future. According to the author, in order to overcome the drawbacks of the present system,
it is preferable to enact a new law such as a Trade Secrets Law than to revise the present


















































































4)国家工商行政管理局条法司編『反不正当競争法釈義』 (河北人民出版社、 1993年) 65頁。
5)同上、65貢6
6) (前出) 『反不正当競争法講座』 (1993年)72頁.
7) (前出) 『反不正当競争法釈義』 65貢0































































































































































19 (前出) 『反不正当競争法釈義』 91頁0
20)法制El報(1994年11月14日)の記事参照。
21 (前出) 『現代競争法的理論和実践』 277頁。
22)たとえば、著作権法は、著作権侵害行為に対する罰金額が最高10万元と規定している( 「中華人民共和Eg著作権法実施
条例」第51条参照)0
23) (前出) 『反不正当競争法講座』 117頁。
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しかし、中国では不正競争防止法を経済法と　　　移動に伴う従業員または元従業員によるトレー
して位置づけているため、行政機関は不正競　　ド・シークレットの不正使用・開示が最も多
争行為を積極的に取り締まることができるの　　　く、大半を占めている27)。
が特徴である。この点から見れば、中国の不　　　　さらに、このように人材の移動によるトレー
正競争防止法は日本の独占禁止法と類似して　　　ド・シークレットの被害は、近年話題になっ
いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　てきた人材の「引抜き」が拍車を掛けている。
不正競争防止法第3条は県レベル以上の工　　　人材の「引抜き」は企業自身で行う場合もあ
商管理局を法律運用機関として定めている。　　　るが、いわゆる「ヘッド・ハンティング公司」
すなわち、法律を運用する行政機関は1ヶ所　　　の手で実現する場合もある。 「ヘッド・バン
ではなく、複数であるOこれ埠、 「計画経済」　・ティング公司」は人材の紹介を業務とする会
から「市場経済」への転換期にある中国では　　　社であり、全国では何千社も設立されたとい
不正競争行為が多発し、ただ一つの中央機関　　　う。 「ヘッド・ハンティング公司」は、一般
では全国的に多発している不正競争行為を集　　　的に秘密工作を通じて大手会社の人材を引き
中的に取り締まることは不可能であると考え　　　抜き、中小企業に紹介する。逆に中小企業に
たからである。しかし、これにより、法律運　　　より「引抜き」を依頼されることもある。実
用の不統一という問題が生じることが危快さ　　　は、このような「ヘッド・ハンティング公司」
れる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の本当の狙いは人材ではなく、人材を通じて
大手企業のトレード・シークレットを取得す
Ⅴ　人材移動とトレード・シークレット　　　るということにある28)。
保護
1.不正競争防止法のアプローチ
計画経済時代の中国では、従業員の企業間　　　　人材の移動に伴いトレード・シークレット
移動は殆どなかった。しかし、改革開放後、　　　が侵害された場合には、不正競争防止法によ
中国政府は経済開発及び技術革新を促進する　　　る救済ができないケースが多い。なぜなら、
ため、雇用の流動化、特に技術者の移動を奨　　　不正競争行為者は事業者に限定され、従業員
励する政策を採り、人材の移動が活発に行わ　　　が経営者にならないかぎり、規制の対象にな
れるようになった25)。　　　　　　　　　　　　　らないからである。不正競争防止法によって
人材の移動は経済の発展、特に内陸部、郷　　　規制される場合は、二つしかない。一つは従
鎮企業26)の経済の発展に大きな役割を果たし　　　業員が退職して他の会社の経営者になるか、
てきたが、その反面、企業のトレード・シー　　　または新会社を設立した場合である。この場
クレット侵害をもたらすマイナス面も出てき　　　合には、従業員は当然に事業者であるので、
た。統計によると、侵害事件の中では、人材　　　そのトレード・シークレット侵害行為に対し
24) H本の「不正競争防止法」の私法的性格について、江口順一「不正競業法の比較研究一法システムの現代化蝣J TJCAジャ-
ナル』 (1991.9)11頁。
25)たとえば、北京市の企業10社に対する調査によると、 1991年から1993年5月の間に、 10社全体で2729人、総従業員
数の5%が転出してしまった。張玉瑞『商業秘密的法律保護』 (専利文献出版社1994)4頁。
26) 「郷」と「鎮」は、中国の最小の行政区画であり、 E]本の村と町に相当するO郷鎮企業とは、中国の郷・鏡の地方政
府(地方自治体)が経営している企業を意味する。郷鎮企業には、中小企業が多い。
27)法制E]報1993年8月5日付記事に参照。
28)法制日報1994年5月20日付報道を参照。
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て不正競争防止法の規定を適用できる。もう　　　て、契約上の責任を追及できる。しかし、こ
一つの場合は、いわゆる「引き抜き」の場合　　のような契約が無効になる場合がある。特に
である。この場合には、従業員に対しては不　　競業避止契約の効力については、会社の高級
正競争防止法を適用できないが、人材を引き　　職員には競業避止義務を負わせるべきだが、
抜いた会社、すなわち新しい雇用主に対して　　普通の従業員にも競業避止義務を負わせるの
(それが善意でないかぎり)、不正競争防止法　　は、中国の現状から見れば不可能であるとい
の規定が適用される。　　　　　　　　　　　　う意見が有力である29)。
しかし、トレード・シークレットを侵害し　　　競業避止契約に関する判例は既に出ている。
た従業員に対して何の制裁もないわけではな　　　それが最高人民法院によって肯定され、この
い。上述のように、実務上、このような場合　　分野のリーデングケースになると思われる。
には、民法通則第118条を適用するのが実情　　　本件は、飲物の製造方法に関するトレード・
である。ただ、経営上のトレード・シークレッ　　　シークレットを有している原告が、その取締
トが侵害された場合には、民法通則を適用で　　役であった被告との間に秘密保持及び退職後
きない。しかし、ただちにそれが法的保護の　　2年間の競業避止を内容とする労働契約を結
欠如を意味するわけではない。このような場　　んだが、被告が退職後に競争会社に転職し、
合には、後に述べるように、秘密保持契約が　　原告の製品と類似する製品を製造したという
存在する場合には、その契約により保護され　　理由で、被告を訴えた事件である。判決は多
ることが可能である。　　　　　　　　　　　　岐にわたるので詳細部分は割愛するが、避止
契約の有効性について、裁判所は「契約は2
2.契約法のアプローチ　　　　　　　　　　　　年間、被告の就職の範囲を制限しただけで、
(1)秘密保持契約　　　　　　　　　　　　　被告の就職の権利を剥奪したとはいえない」
1994年7月5 E]に制定された労働法第22　　　と判示した30)。
条は、労働契約の中ではトレード・シ-クレッ　　　　学説と裁判所の見解を総合すれば、中国で
トの秘密保持条項を含むことができると規定　　　は労働者の権利保護に重点をおくが、期間な
している。さらに同法第102条には、被使用　　　どの制限を条件に高級従業員または高級技術
者が守秘義務に違反すると、損害賠償責任を　　　者に競業避止義務を負わせることは容認され
負うと規定されている。この規定によれば、　　　るようである。
労働契約の中に退職後秘密保持条項がある限
り、退職した従業員がトレード・シークレッ　　　むすびに代えて一中国のトレード・シ-
トを漏洩または使用させた場合には、この条　　クレット保護制度の展望一
項を援用して救済できることはいうまでもな
い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上は中国におけるトレード・シークレッ
(2)競業避止契約　　　　　　　　　　　　　ト保護制度を紹介し、その問題点も指摘した。
退職した従業員との間に特約または競業避　　　以下、今後の展望について私見を述べる。
止契約が結ばれている場合には、その元従業
員によるトレード・シークレット侵害に対し
29)張玉瑞・前掲書126頁0
30)最高人民法院中国応用法学研究所編『人民法院実例選』第12集(人民法院出版社,1995年)134頁。
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1.特別法制定の必要性　　　　　　　　　　　　従業員などの自然人による行為を規制するこ
以上の検討からわかるように、中国のトレー　　　とは法理上および法技術上困難なことだから
ド・シークレット保護制度は、さまざまな問　　　である。
題または課題を抱えている。トレード・シー
クレットを有効に保護するためには、制度の　　　2.特別法の立法指針について
改善が必要である。改善の必要性そのものに　　　　トレード・シークレットを保護する特別法
ついては中国国内においても認識されており、　　の立法指針に関して、中国では主に以下の二
反対意見はほとんど存在しない。しかし、ど　　　つの意見が存在する。
のような方向に現行制度を改善するかについ　　　(1)財産権の保護はトレード・シークレッ
ては、意見が分かれている。一つは、徹底的　　　卜保護の基本理念である。この見解によると、
に改善する必要であるという主張である。す　　　先進諸国の立法ではトレード・シークレット
なわち、トレード・シ-クレット保護を目的　.を知的財産として定めており、トレード・シ-
とする特別法(以下は特別法という)を制定す　　クレットが知的財産の中で占める地位は高まっ
べきだという主張である.もう一つの見解は、　　ているO今まで中国でトレード・シークレッ
いわゆる時期尚早論である。この観点によれ　　トが十分に保護されなかった原因は、トレー
ば、社会変動期にある現段階では、特別法の　　ド・シークレットの財産性についての認識が
制定はまだ時期尚早であり、トレード・シ-　　　不十分であったことによる。したがって、ト
クレット保護制度の改善は関係する法律、特　　　レ-ド・シークレット保護法を制定する際に
に不正競争防止法の改正を通じて実現すべき　　　は、トレード・シークレットが重要な財産で
だという主張である31)。　　　　　　　　　　　　あるという認識を立法の全過程で貫くべきで
筆者は、次の理由で特別法の制定はどうし　　　ある32)。
ても必要だと考える。中国においては、トレ　　　　(2)商業モラルの維持は、トレード・シー
ド・シークレットの侵害、特に転職に伴うケー　　クレット立法の出発点である。この考え方に
スが多発している。しかし、不正競争防止法　　　よれば、国際的に見ても欧米の早期のトレー
が不正行為者を事業者に限定しているので、　　ド・シークレットに関する判例及び立法では、
事業者でない従業員または元従業員によりト　　　商業モラルの維持が基本理念であった。中国
レ-ド・シークレットが侵害された場合は、　　においては、計画経済から市場経済への過程
不正競争防止法は適用できない。したがって、　　にあるがその時期にあり、激しい商業戦争が
事業者以外の者によるトレード・シークレッ　　　既に展開されている。知的かつモラルの高い
トの侵害行為を規制する法律規定を設けるこ　　　経営者を養成することもトレード・シークレッ
とが急務になっている。しかし、不正競争防　　　卜保護の目的の一つである3㌔
止法の改正によりこの問題を解決することは　　　トレード・シークレット保護の根拠につい
困難である。なぜなら、前述したように中国　　て、大阪大学の江口順一教授は、次の二つの
の不正競争防止法は日本の独占禁止法に似て　　　ことを指摘されている34)。
おり、その規制対象は事業者の行為であり、　　　第一に、トレード・シークレットの保護は-・-- - 　　　　　　　　-
31)商業秘密法制叢書編写委員会『商業秘密法制境状及実例』 (中国法制出版社,1995年)44頁以下O
32)同上、48頁。
33)張玉瑞・前掲書13頁。
34)江口順一「技術革新と法制-トレード・シークレット保護法理-」 『大阪大学開放講座3巻』 110頁以下参照
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技術革新の要請である。なぜなら、トレード・　　　しかし、不正競争防止法の場合には、立法
シークレットの開発には、相当額の投資が必　　　当局は行政機関の権限を制限するために、細
要であり、仮に競業者が同業者から主要な被　　則を制定する旨の規定を置いていなかった。
用者を引き抜いて直接な便益を獲得できる状　　　そこで、不正競争防止法におけるトレード・
態が野放しになれば、研究投資の意欲がまっ　　　シークレットに関する条文は簡単・抽象的で
たく減退させられてしまうからである。　　　　あって具体的規定に欠けるので、法律の適用
第二に、不正競争行為の防止は、トレード.　　に困難な場合が生じている。したがって、特
シークレット保護の重要な根拠である。　　　　別法を制定する際には、周到・詳細な法律を
更に、江口順一教授は、発展途上国におけ　　　制定することが必要である。
るトレード・シークレットの保護を考える場
合、技術移転との関係を無視することができ
ないと指摘されている35)。つまり、発展途上
国におけるトレード・シークレット保護は技
術導入と密接な関係があるから、技術導入に
役立たなければならないという観点から制度
の設計及び運用がなされるべきと論じられて
いる。
これらの指摘は、現在の中国の事情にも妥
当するであろう。中国はトレード・シークレッ
ト保護に関する特別法を制定する過程におい
てこのような理念を貫くべきであると考える。
3.条文の詳細化と合理化
不正競争防止法のトレード・シークレット
に関する条文は簡単で抽象的である。その原
因としては、第一に、立法当時にトレード・
シークレットの法理論および社会実情に関す
る研究が不十分であったことがある。もう一
つの原因は、中国の特別な政治・社会風土に
ある。中国では、社会主義計画経済時代に形
成された官僚主導の慣行が、法律の領域にも
根強く残っている。中国の経済諸法律の多く
は、立法時に簡単な法律条文を作り、後に運
用行政機関が詳細な実施細則を制定するとい
う方法を採っている。この方法によれば、行
政機関は、大きな裁量をもって法律を運用で
きるという利点がある。
35)江口順一(比較法研究センタ一編) 『東南アジアの財産的情報の保護に関する調査研究』 (1989年)1頁参照。
